
　―就任して９カ月。東海地区の印象は？初めと
変わりましたか。
　堂野　就任当初、「自動車産業ばかりでなく第
１次、第２次、第３次産業がバランスよく集積し
ており、それが当地区の強み」という思いを持ち
ましたが、実際に各産業を見て回り、その思いが
より強まっています。歴史の長い企業も多いです
が、成功したからといって安穏とせず、時代の変
化にうまく対応している強み、そうした企業も集
まっている厚みを感じます。
　例えば消費者のニーズに合わせ高付加価値の
果物を作っていく農業の方や、人手不足の中で
一つ一つ課題を克服することで結果として生産
性を上げ、また、環境変化のニーズにも応えた
商品を提供していく製造業、非製造業の企業の
方も数多くみられます。企業間の連携も企業集
積という当地の強みも活かして、相手の立場に
立ってお互いがプラスになるようしっかり進め
ていらっしゃいます。
　当地の企業の方はしっかりとした軸を持ちなが
ら、環境変化にも柔軟に対応することで発展して
きたとの印象を受けます。これは私も常々大事だ
と思っていることです。今後の激しい環境の変化
にも適応していくことを期待しています。
　―２月の管内金融経済動向は「緩やかに回復」
（１月と同様）。先行きを含め、どう見たらいいで
しょう？
　堂野　まず生産・輸出は「増加基調にある」と
判断しています。昨年からの自動車における供給
面の影響は解消し、先行きも現時点では日本、北
米などで旺盛な需要や豊富な受注残があり、当地
の生産・輸出は総じて高めに推移する見込みです。
　設備投資も、短観では、自動車の電動化や電気

機械の半導体関連への能力増強のほか、インフラ
関連や物流施設の新設などが計画されており投資
意欲は旺盛とみられます。個人消費も「物価上昇
などの影響がみられるものの、緩やかな増加基調
にある」と判断しています。サービス消費が緩や
かに増加しているほか、財消費も物価高の影響は
あるものの高額品販売やハレの日需要などが増加
しています。
　先行きも基本的には緩やかな回復が続くとみて
いますが、当地を取り巻く状況を都度確認してい
く必要があります。
　このうち、一つのポイントとして海外経済の
動向があります。海外経済は基本的に緩やかな
成長を続けるとみています。ただし、たとえば
米国ではこれまでの利上げの影響の程度や今後
の政策運営などの不確定要素もあり、不透明感
が強い状況です。
　次に、人手不足の影響もポイントです。労働市
場の引き締まりは賃金にプラスの面もあります
が、供給面の制約にもなり得るため、経済への影
響を注視する必要があります。
　さらに賃金と物価の動向にも注目しています。
昨春闘で、過去にない高水準の賃上げが行われ、
商品・サービスへの価格転嫁も徐々に広がり、賃
金・物価の好循環がみられています。今春闘も連
合などは高めの目標を掲げ、経済団体からも前
向きな発言が聞かれる中、一部企業からは昨年
並みか、それ以上の賃上げの動きも伺っていま
す。ただし、中小企業などからは、コスト上昇
を価格転嫁できない中で、人材確保のために防
衛的に賃上げしているという声や、そもそも賃
上げは難しいという声も聞きます。今後、持続
的な賃上げのためには安定的な原資確保が重要
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